
第３章　好循環社会とくしま
第３節　土壌環境・地盤環境の保全

１　  現状と課題  

○土壌環境の現況
　土壌は、食糧生産・水質浄化・地下水かん養など、
多様な機能を有し、人を含む生物の生存基盤とし
て、また物質循環の要として重要な役割を担ってい
ます。しかし、いったん農薬の散布、工場等からの廃
液の流出や粉じんの飛散、廃棄物の投棄や不適正
な処理等で汚染された場合、その影響が長期に持
続され、人の健康や生活環境に影響を及ぼすおそ
れがあることから、土壌汚染及びこれに伴って生じ
る地下水汚染を未然防止する、様々な規制措置が
実施されてきました。
　例えば「農用地の土壌の汚染防止等に関する法
律」（昭和４５年法律第１３９号）（以下、「農用地土
壌汚染防止法」という。）が昭和４５年に制定され、
特定有害物質としてカドミウム、銅及びヒ素が指定
され、平成３年には、人の健康を保護し生活環境を
保全するうえで維持することが望ましい基準として、
「土壌の汚染に係る環境基準」（平成３年環告第４
６号）が制定され、現在、重金属及び有機塩素系化
合物等２７項目について基準が定められています。
　また、平成１４年には、土壌汚染の状況の把握に
関する措置及びその汚染による人の健康被害の防
止に関する措置を定めた「土壌汚染対策法」（平成
１４年法律第５３号）が制定され、土壌調査の結果、
区域の指定に係る基準を超え、人の健康被害が生
じるおそれがある場合は、汚染の除去等の措置が
必要な区域（要措置区域）として、健康被害が生じ
るおそれがない場合は、土地の形質の変更をする
際に届出が必要な区域（形質変更時要届出区域）
として指定されることになりました。
　現在（平成２６年度）、県内においては要措置区
域が１件、指定されています。
　全国的には、土壌汚染対策法等を踏まえた適切
な取組みを契機として、工場跡地等で有害物質に
よる地下水・土壌汚染が発見されることが増えてい
ることから、法令等を踏まえた適切な取組がこれま
で以上に求められています。
　さらに、農薬や化学肥料の散布に伴う農用地の
土壌汚染やこれに伴う地下水・公共用水域の汚染
を防止するため、エコファーマーや有機農業の更な
る推進が課題となっています。

○地下水・地盤環境の現況
　地下水に恵まれる本県は、古くから地下水を水
資源として、上水道及び工業・農業用水等に利用し
てきました。ところで地下水の過剰な汲み上げは、
地下水の水位低下や塩水化を引き起こす原因とな
り、さらには地盤沈下という取り返しのつかない公
害までも発生させることも考えられます。
　このため、本県の代表河川である吉野川及び那
賀川の流域において、地下水の観測井戸を設け、
地下水等の状況について把握に努めています。
　吉野川下流地域では、昭和４４年に工業用及び
上水道用を対象として地下水利用対策協議会が
設立され、自主規制による大幅な地下水取水の削
減を実施し、大きな成果を上げました。しかし相前
後して、養魚用水を中心とした取水が急増するなど、
一時はかん養量を上回る大幅な過剰揚水が見受
けられましたが、最近では改善されてきています。
　また、塩水化の状況については、吉野川下流地
域の臨海部において、なお塩水化が見られますが、
徳島市応神町吉成付近では塩化物イオン濃度２０
０ｐｐｍ程度にまで回復しています。（表３－３－１、３－
３－２）
　一方、那賀川下流城においては、最近は、大きな
変化が見受けられないものの、南岸では阿南市宝
田町の東一帯、北岸では臨海部において塩水化が
見られます。
　近年、かんがい期において、渇水が頻発している
ことから地下水の水資源としての重要性が高まっ
ており、その利用と状況を注意深く監視していく必
要があります。
　なお、地盤環境については、近年、顕著な地盤沈
下は、県内では確認されておりません。
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　表３－３－１　地下水位の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ｍ）

観測井の名称
及 び 位 置

水位の
区　分

経　　　年　　　変　　　化

平成１９年 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

今　切　第　一
（徳島市川内町
加賀須野）

最高 ０．０４ ０．００ ０．００ ０．００ ０．０１ ０．００ ０．００

最低 １．４９ １．０３ １．０６ ０．９６ １．１４ ０．８０ ０．８７

平均 ０．７０ ０．４８ ０．４５ ０．３７ ０．３８ ０．２６ ０．２６

那賀川中学校
（阿南市那賀川町
苅屋）（３）

最高 ０．７０ ０．２８ ０．００ ０．３２ - - -

最低 １．８１ １．７２ １．７７ １．８１ - - -

平均 １．２１ １．１０ １．０６ １．００ - - -

今　津　浦
（阿南市那賀川町

今津浦）

最高 ０．３４ - - - ０．０８ ０．３０ ０．４０

最低 ２．０７ - - - １．８９ １．８４ １．８３

平均 １．４０ - - - １．１１ １．０９ １．１５

　　　（注）１　地下水位は、井戸天端から地下水面までの距離を示しています。
　　　　２　最高、最低、平均は、それぞれ年間（日別を通じての最高値、最低値、平均値）を示しています。　
　　 ３　平成２２年に測定を終了 

　　表３－３－２　地下水塩水化の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（塩素イオン濃度単位：ｐｐｍ）

観測井の名称
及 び 位 置

濃度の
区　分

経　　　年　　　変　　　化

平成１９年 ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５

今　切　第　一
（徳島市川内町
加賀須野）

最高 ４，８３０ ６，３１０ ８，０４０ ７，０５０ ７，４１０ ８，２８０ ４，４００

最低 １，７５０ ２，０９０ ２，３００ ３，０２０ ２，８７０ ４，０１０ ３，３００

平均 ３，３４５ ４，１６８ ４，８２７ ４，９５７ ４，５２８ ６，２８０ ３，８７５

那賀川中学校
（阿南市那賀川町
苅屋）（１）

最高 ３８０ ４４２ ４８１ ７２９ - - -

最低 ２４６ ２７６ ３３７ ２８４ - - -

平均 ３０３ ３３３ ４１８ ４６０ - - -

今　津　浦
（阿南市那賀川町

今津浦）

最高 ２８．７ 　　- 　　- 　　- ２５．６ ２３．８ ２１．０

最低 ２６．３ 　　- 　　- 　　- ２１．９ ２２．５ １８．５

平均 ２７．７ 　　- 　　- 　　- ２３．０ ２２．９ ２０．０

応　　　神
（徳島市応神町

吉成）

最高 ５６６ ４２２ ３７５ ３２１ ２５６ ２２１ １８５

最低 ４８６ ３７４ ３２１ ２５３ ２１８ １８５ １４８

平均 ５２５ ３９７ ３５３ ２８９ ２３８ １９９ １６２

（注）１　最高、最低、平均は、それぞれ年間（日別を通じての最高値、最低値、平均値）を示しています。
　　　 ２　平成２２年に測定を終了 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

73



２　本県の  取組み  

○土壌汚染対策
　土壌汚染は、工場廃液の流入、粉じんの飛散、産
業廃棄物等の埋設等によって引き起こされる場合
が多く、したがって水質汚濁の防止、大気汚染の防
止、廃棄物の適正な処理の実施等がそのまま土壌
汚染の防止につながっています。
　このため、土壌汚染対策法の適正な施行を図る
とともに、廃棄物や残土の処分場等の環境監視員
による定期的な監視を行っています。
　さらに、本県では、平成１７年１０月より徳島県生
活環境保全条例において、土壌及び地下水汚染に
関する規制を定め、特定有害物質等を取り扱う事
業者等に対し、操業中の取り扱い注意義務、土壌
汚染発見時の調査・対策の実施を義務づけること
により、土壌汚染の未然防止及び汚染拡大の防止
を図っています。
　また、同条例では、土砂等の埋立て等に土壌基
準等を定めるとともに、土壌基準に適合しない土砂
等を使用した埋立て等を禁止し、一定規模（３，００
０ｍ２）以上の土砂等の埋立て等を許可制にするな
どにより、土砂等の埋立て等に伴う土壌汚染の防
止等を図っています。
　一方、農用地に関しては、環境省告示の「土壌の
汚染に係る環境基準」並びに、農用地土壌汚染防
止法において、農用地土壌汚染対策地域の指定要
件として「カドミウムについては米１㎏につき０．４ｍｇ
を超えること（平成２２年６月１６日一部改正）、ヒ素、
銅については農用地（田に限る。）土壌１㎏につきそ
れぞれ１５ｍｇ以上、１２５ｍｇ以上であること」が定め
られています。
　また、再生有機質資材の農用地施用による被害
発生を防止するため、環境省では、土壌中の重金
属等の蓄積防止に係る管理基準として土壌（乾
土）１㎏につき亜鉛１２０ｍｇを定めています。
　なお、肥料の施用に関しては、平成１９年５月より
「徳島県肥料等の不当に大量な施用等の防止に
関する条例」を施行し、基準量を超える施用には施
用計画の届出を義務づける等、農地や周辺環境の
保全の確保を図っています。
　さらに、肥料取締法に基づき銅、亜鉛を一定以上
含有するたい肥等については、生産業者に対して
表示を行うよう指導しています。

○地下水の保全・地盤沈下防止対策
　県においては、地下水の水位の異常な低下また
は塩水化及び地盤沈下を防止するため、「徳島県
地下水の採取の適正化に関する要綱」に基づき、
昭和５８年８月１日に吉野川、那賀川及び勝浦川の
下流地域（徳島市など５市９町）について、また、昭
和６０年７月１日には日和佐川下流地域について地
域指定を行い、新規取水規制、取水量の削減、水
源転換等の適正化指導を実施してきました。
　平成１７年１０月１日には、「徳島県生活環境保全
条例」が施行され、引き続き同流域について地域指
定を行い（徳島市など６市９町）、地下水の採取の
適正化を図ることにより、地下水を保全し、あわせて
地下水の水位の異常な低下または塩水化及び地
盤沈下の防止に取り組んでいます。

３　今後の取組
　土壌汚染の防止については、土壌汚染対策法及
び徳島県生活環境保全条例の適正な運用により
適宜対応していきます。
　また、農用地の土壌環境を保全するため、持続
性の高い環境保全型農業を促進し、農業生産や土
作りにおける化学農薬や化学肥料の使用量の低減
を図ります。なお、たい肥などの特殊肥料について
は、肥料取締法に基づく表示の適正化を図ります。
　さらに、地下水の水位低下や塩水化・地盤沈下
については、徳島県生活環境保全条例の適正な運
用により、対応を図ります。
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